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3-D finite element deformation analyses on the CFT steel columns, which are subjected to constant 

axial loading and lateral monotonic loading, have been carried out to investigate the post-peak behavior 
of the CFT steel columns as well as confining effect on concrete from the steel tubular columns.  

In order to represent the load-deformation relationship of the CFT columns obtained from the 
experiment, analytical simulations have been carried out through the parametric study on constitutive 
models of steel and concrete as well as Young’s modulus ratio.  As a result, the condition of confining 
pressure due to the local buckling of steel tubular column near the column base has been clarified.  
Also, it has been found that the plate thickness does not affect on the confining pressure, but the high 
strength concrete brings the higher confining pressure. 
 Key Words: 3-D FEM analysis, concrete filled tubular steel column, post-peak behavior, 

equivalent confining pressure, microscopic behavior at Gaussian point 
キーワード：三次元FEM解析，コンクリート充填鋼管柱，ポストピーク挙動， 

等価拘束圧，ガウス点挙動 
 
 

1．序論 
 

鋼・コンクリートを主体とした複合構造物の中で，曲

げ変形を受けるコンクリート充填鋼管柱1),2)（以下CFT柱
と称す）のポストピーク挙動3)を検討する場合に，鋼・

コンクリートの合成作用が生じ，鋼管から内部コンクリ

ートへの拘束効果により，コンクリートに一軸圧縮強度

以上の強度が期待できることが実験的研究4),5)から分か

っている．このような拘束効果は，荷重増加に伴うコン

クリートの塑性変形による体積膨張を，鋼管が外側から

拘束し，コンクリートに三軸圧縮応力状態6),7)が生じ，コ

ンクリート強度が増加するメカニズムであると考えられ

ている． 
 しかし，拘束効果について，既往の研究7)におけるフ

ァイバー要素による解析のみでは，内部コンクリートの

三次元応力状態ならびに鋼管の座屈現象などの実現象を

詳細にシミュレートすることが不可能であること，実験

的研究8),9)では内部の拘束圧の分布を計測することは困

難であることを考慮すると，鋼管の内部コンクリートへ

の拘束効果を評価するには限度がある． 
 近年，FEM解析を用いた局部的な三次元的挙動を考慮
した性能規定型設計10)が行われ始めているが，終局状態

を考慮した曲げ変形を受けるCFT柱の設計に三次元的な
拘束効果を採り入れた例はほとんどなく，CFT柱の内部
性状は未知な部分が多い． 
このCFT柱の鋼管の座屈性状ならびに内部コンクリー

トの拘束圧の分布性状をFEM解析により把握すること
は，拘束効果を合理的な性能規定型設計の基礎データと

して採り入れることができ，今後の応用が期待できる． 
 解析的に拘束効果を評価する際に，三軸応力空間にお

ける応力状態を評価する塑性理論的なアプローチ11)は数

少ない．これまでに筆者らは，塑性論的な観点から「等

価拘束圧」12),13)の概念を用い，拘束効果を積分点（以下

ガウス点）レベルの状態量から解析的に評価する試みを

行なっている．本手法は，コンファインドコンクリート

の中心軸圧縮解析14),15)などで既に採用されているが，

CFT柱の曲げ変形解析で内部コンクリートの内部性状の
評価についても適用が可能である． 
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本研究では，軸圧縮下で曲げ変形を受ける CFT柱の実
験を対象として，1)実験の荷重－変位関係を再現するよ
うな鋼・コンクリートの構成モデルをセンシティビティ

ー解析にて特定し，2)解析結果から内部コンクリートへ
の拘束効果によるコンクリートの強度増加を，コンクリ

ート強度ならびに板厚の影響について拘束圧の分布をガ

ウス点レベルから捉え，3)実験の内部コンクリートの応
力性状について，ひずみ性状とひび割れ挙動から解析的

に捉える． 
これらの考察により，現行の設計基準 16),17) 18),19)で扱う

構成モデル，鋼・コンクリートの合成効果におけるヤン

グ係数比の設定，CFT柱の拘束効果に関するメカニズム
の検証を解析的に行なう． 
 
2．解析概要 
 
2.1 実験供試体 
  旧建設省土木研究所で行われた実験 20)を対象とし，本

研究の解析モデルを構築する．表－1 に示す鋼管板厚な

らびに内部コンクリートの一軸圧縮強度を変化させた 4

種類の供試体を採用している．なお，鋼材の材質は 
SM490Y 材であり，供試体の寸法は，高さ L = 2,920 mm，
外径 D = 700 mm である． 
 

表－1 供試体の概要 

寸法 鋼管 コンクリート 
供試体

Type 
外径 

D 

(mm) 

板厚 
t 

(mm) 

径厚比

D/t 

降伏点 
σy 

(MPa) 

ヤング 
係数 Es 
 (GPa) 

一軸圧縮 
強度 fc’ 
(MPa)

ヤング 
係数 Ec 
(GPa)

A 6 116.7 431 26.56 25.382

B 6 116.7 431 33.42 27.146

C 6 116.7 431 42.73 29.498

D 

 

700 

12 58.3 392

 

205.8 

25.87 25.186

 

図－1 に示すように，軸方向に一定軸力 6,860 kN ( 軸
力比 P/Py = 0.3 )を載荷した後に，横方向に変位制御する
単調載荷実験を対象としている． 
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図－1 供試体概念図 

 
 

2.2 解析ケース 
 対象とした実験供試体の荷重－変位関係を精度よく再

現し，供試体の内部性状を解析的に推察するために，以

下に示すような解析結果に影響を及ぼすと思われる「要

因」を考え，次章に記述するセンシティビティー解析を

実施する上で必要な解析ケース（表－2）を選定した． 
 
要因1：コンクリートの構成モデル 
 本解析では，図－2に示すDrucker-Prager 型構成モデ
ルを用いるが，圧縮挙動を表現するためのモデルとし

て2種類のモデル（図－3）を採用する：（1）弾完全塑
性型構成モデル，（2）軟化型構成モデル 

要因2：鋼材の構成モデル 
 図－4に示す，2種類のマルチリニア型構成モデルを
採用する：（1）降伏棚を有し，その後，ひずみ硬化す
る構成モデル，（2）降伏後にひずみ硬化する構成モデ
ル 

要因3：ヤング係数比 
「コンクリートと鋼材のヤング係数の比率 n 」の影

響を検討するため，ここでは，要因の一つとして解析

に考慮する．（ n=7～21 で変化させる） 
なお，上述の構成モデルの選定根拠については第3章に

後述する． 
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図－2 Drucker-Prager  型構成モデル 図－3 圧縮域のコンクリート構成モデル    図－4 鋼材の構成モデル 
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対象とした実験供試体は，コンクリートの一軸圧縮強

度（ fc’）の違い，さらには板厚（t）の違いに着目して
おり，これらの影響については，第4章「変形挙動ならび
に内部性状に関する考察」にて，実験結果と比較するこ

とにより，解析的な検討を行なう． 
 コンクリートおよび鋼材の構成モデルならびにヤング

係数比の要因に着目したセンシティビティー解析を実施

する全解析ケースを名称の説明と併せて表－2 に示す． 
 

表－2 解析ケース 
 

解析 
ケース 

コンクリート 

構成モデル 

鋼材 
構成モデル 

ヤング 
係数比 

n = Es / Ec

供試体 
Type 

C-A-1 軟化モデル 8.1 A
C-A-2 弾完全塑性 8.1 A
C- B-1 軟化モデル 7.6 B
C- B-2 弾完全塑性 7.6 B
C- C-1 軟化モデル 7 C
C- C-2 弾完全塑性 7 C
C- D-1 軟化モデル 8.2 D
C- D-2 弾完全塑性 

降伏棚有 

8.2 D
S-A-1 降伏棚有 8.1 A
S-A-2 降伏棚無 8.1 A
S-B-1 降伏棚有 7.6 B
S-B-2 降伏棚無 7.6 B
S-C-1 降伏棚有 7 C
S-C-2 降伏棚無 7 C
S-D-1 降伏棚有 8.2 D
S-D-2 降伏棚無 8.2 D
E-A-1 8.1 A
E-A-2 15 A
E-A-3 21 A
E-B-1 7.6 B
E-B-2 10 B
E-B-3 15 B
E-C-1 7  C
E-C-2 10 C
E-C-3 15 C
E-D-1 8.2 D
E-D-2 15 D
E-D-3 

軟化モデル 

降伏棚無 

21 D
 
C-A-1

供試体Type
A～D

着目項目
C：コンクリート構成モデル
S：鋼材構成モデル
E：ヤング係数比
Dt：径厚比

解析ケース番号

 
 

ここに，C-で始まる 8 解析ケース（例えば，C－供試
体ケース番号－ケース番号）はコンクリート構成モデル

に着目している．S-で始まる 8 解析ケースは鋼材の構成
モデル，E-で始まる 12 解析ケースはヤング係数比に各々
着目したケース名を表示しており，合計 28 解析ケースで

ある． 

2.3 解析モデル 
軸圧縮下で曲げ変形を受ける CFT 柱の三次元有限要

素解析には，解析コード DIANA21) を使用した．鋼管要
素に 8 節点シェル要素（要素名：CQ40S，以下同様に称
す），内部コンクリート要素には 20 節点ソリッド要素

（CHX60）と 15 節点ソリッド要素（CTP45），鋼管要素
とコンクリート要素の境界面には 8 節点境界要素

（CQ48I）を採用した． 
これら二次要素を用いたソリッド要素は，通常 6 面体

要素では 27 ガウス点を有するが， 解析処理の容易さと

極端な局所的挙動の評価を避けるため，本研究では 8 ガ

ウス点に低減して評価する．本解析では，一定軸力を鋼

管ならびに内部コンクリートに同時に載荷した後に横方

向に単調載荷した．要素分割は，図－5 に示すように，

柱基部の要素長さを短くし，基部から離れるに従い要素

長さを長くした．また，断面内部を半径方向に 4 分割し，

円周方向に 16 分割した． 
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図－5 解析モデル図 

 
2.4 鋼管とコンクリートの境界要素のモデル化 
鋼管とコンクリートの境界要素は，図－6 に示すよう

に，鋼管とコンクリートの接触面について，断面の半径

方向を「剥がれ方向」，鉛直方向を「すべり方向」と定義

し，以下に述べる状態をモデル化した． 
 

鋼管

内部コンクリート

すべり方向：摩擦無し

接触方向：Ec（MPa）
コンクリート剛性
剥がれ方向：剛性無し

 
図－6 鋼管とコンクリートの境界要素 
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「剥がれ方向」について，鋼管と内部コンクリートが離

れる場合には剛性無しとし，鋼管が内部コンクリートに

接触する場合には，内部コンクリート部分と鋼部分の間

の境界要素をコンクリートとして扱うことにした．さら

に，「すべり方向」については，鋼管と内部コンクリート

には摩擦が生じないと仮定した．この主な理由としては，

1) 初期の段階（弾性領域）では，曲げ変形に摩擦性状は
大きな影響を与えないこと，2) 鋼管の局部座屈が生じる
ような段階では，鋼管とコンクリート境界部は局部的に

剥がれている状態であること，などが挙げられる．摩擦

性状に関するモデル化については，今後の課題である． 
 
3．センシティビティー解析 
 
本章では対象とした実験供試体の荷重－変位曲線を再

現するような，以下に記述する要因の影響に着目したセ

ンシティビティー解析を行なう． 
（ア）鋼・コンクリートの構成モデルの影響による要因 
要因 1 ：コンクリートの構成モデル（図－3） 
・現行の設計基準における「弾完全塑性型構成モデル」  
・三軸圧縮状態を表現できる「軟化型構成モデル」 
要因 2 ：鋼材の構成モデル（図－4） 
・降伏棚を有し，その後，ひずみ硬化する「降伏棚な

らびにひずみ硬化を考慮したマルチリニア型構成

モデル」 
・降伏後にひずみ硬化する「ひずみ硬化のみを考慮し

たマルチリニア型構成モデル」 
（イ）鋼・コンクリートの合成作用の要因 
要因 3 ：ヤング係数比 
・供試体の割線ヤング係数から得られるヤング係数比 
・現行の設計基準で採用されるヤング係数比n（設計基
準16）：n=10，クリープ：n=15，乾燥収縮：n=21） 

なお，実験と解析結果との比較は荷重－変位曲線を用

いて行なうこととし，横軸にCFT柱の載荷変位δを降伏
変位δy ，縦軸に載荷荷重 Q を降伏荷重 Qy にて無次元

化することにより考察する． 
ここに，降伏荷重Qyと降伏変位δyは，式(1)～(2)の線

形関係10)を用いて算出する．この線形関係は，鋼・コン

クリートを全断面有効としているが，参考のため鋼管の

みの断面を有効にした線形関係も示し，理論線として実

験ならびに解析結果の荷重－変位関係の初期勾配の比較

に用いる． 

LZ
A
PQ yy ⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −= σ          (1) 

IE
LQ

s

y
y 3

3

=δ             (2) 

ここに，柱高さ L（=2,920mm），断面定数 Z  ( = I / y ,  
y = D / 2 )，鋼材の降伏点をσy とする．断面積 ( A= A s+ 
A c / n )，断面二次モーメント ( I = I s+ I c / n ) は，ヤン

グ係数比 n ( = E s / E c  ) を用いて鋼材に換算している．
なお，表－1の供試体のシリンダー試験 20）から得られる

割線ヤング係数によるヤング係数比は，n = 8.1 (Type-A), 
n = 7.6 (Type-B), n = 7.0 (Type-C), n = 8.2 (Type-D)であり，
全断面有効時の理論線として用いることにする．また，

鋼管の変形状態を確認するために，解析ケースについて

最終変位における柱基部鋼管の変形性状も図示し考察

する．さらに，鋼管とコンクリートの肌離れが生じる変

位を座屈発生点として表示する．なお，本研究では有限

変位レベルでの CFT 柱の変形性状を再現するため，幾
何学的非線形性を考慮した解析を実施した． 
 
3.1 構成モデルの影響 
(1) コンクリートの構成モデル 
わが国の設計基準では道路橋示方書（以下，道示と称

す）等17), 18)において，圧縮域のコンクリートの構成モデ

ルとして，弾完全塑性型の応力－ひずみ関係が適用され

ている．これらの基準では終局ひずみ（0.0035を仮定）
にて破壊することを前提に，安全率を考慮した設計圧縮

強度 0.85 fcd
’を用いている．一方，限界状態を考慮した

設計基準16)では円形断面に拘束効果を考慮し，設計圧縮

強度 1.0 fcd
’とした弾完全塑性型の応力－ひずみ関係を

用いた設計が行われている． 
ここでは，第2章の図－3に示した「弾完全塑性型モデ

ル」および「軟化型構成モデル」を用いた解析結果（荷

重－変位関係）を比較・検討する．後者のモデルは，三

次元主応力破壊曲面（図－2）を有したDIANA既存の
Drucker-Prager 型三次元ひずみ軟化構成モデル（図－3）
を用いる．この「軟化型構成モデル」は，コンクリート

の三軸圧縮試験結果22),23)を再現するような水野らのひず

み軟化型構成モデル12),13) と同様な一軸圧縮応力－ひず

み関係を検討した文献24)を参考に軟化域を仮定した．す
なわち，第2章の図－3に示した軟化域における曲線は，
修正Popovics式により計算される曲線 22),23)である．詳細

は文献22)～24)を参照されたい． 
一方，コンクリートの引張挙動のモデルは，テンショ

ンカットオフ規準を用いることにより一軸圧縮強度 fc’ 
の10分の1を引張強度 ft として定義し，引張軟化特性は
考慮しない．引張軟化特性を仮定することは引張挙動に

よる解析に対する精度を向上させるために必要な方法で

あるが，解の安定性が悪くなるという欠点も指摘10)され

ている．引張軟化特性を考慮はしなくても，CFT柱の三
次元有限曲げ変形解析においては実験結果と良好な解析

結果が得られている事例25)もあり，本研究では，ポスト

ピーク挙動に大きく影響すると考えられる圧縮軟化特性

のみを考慮することにした． 
なお，鋼材には「降伏棚ならびにひずみ硬化を考慮し

たマルチリニア型構成モデル」を採用し，ヤング係数比

は割線ヤング係数比（Type-A：n = 8.1, Type-B：n = 7.6，
Type-C：n = 7.0, Type-D：n = 8.2）を採用する．  
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 解析結果の図－7から分かるように，コンクリートに関

する構成モデルの違いによって基部に座屈が発生するま

で顕著な違いは見られないが，座屈発生点後のポストピ 

ーク挙動において，コンクリート強度の低い （図－7（a） 

：fc’ = 26.56 MPa，図－7（b）：fc’ = 33.42 MPa ）
場合の「弾完全塑性型モデル」を用いた解析結果

（C-A-1～C-B-1）は，「軟化型構成モデル」を用
いた解析結果（C-A-2～C-B-2）よりも高い耐力レ
ベルを示す． 
また，図－7（c）に示す解析結果から分かるよ

うに，コンクリート強度が高い場合（ fc’= 42.73 
MPa）では，両モデルによるポストピーク領域で
の耐力レベルは同程度となり，構成モデルが荷重

－変位関係に与える影響は小さくなる． 
さらに，図－7（d）に示すように，板厚（ t = 12 

mm）の厚い場合には，「弾完全塑性型モデル」を
用いた解析結果（C-D-1）および「軟化型構成モ
デル」を用いた解析結果（C-D-2）は，実験結果
と比較すると，ポストピーク領域にて耐力の差が

大きく，実験挙動を精度よく再現しているとは言

い難い．この理由としては，1)鋼管板厚の厚い
Type-Dの場合には，実験では柱基部の鋼板に明確
な局部座屈が生じにくいため，高い耐力を示すと

思われるのに対し，解析結果では低い耐力レベル

で早期に局部座屈が生じること，2)解析では局部
座屈が生じた後に，ポストピーク領域において，

鋼管から内部コンクリートへの拘束効果を発揮で 

きず，耐力の増加を再現することができないこと，

などが挙げられる． 
このことから，設計基準16)で用いられる「弾完全

塑性型モデル」の適用は，コンクリート強度の低い

（図－7（a）： fc’ = 26.56 MPa，図－7（b）：fc’ = 33.42 
MPa，）場合に耐力レベルの増加が期待できるが，コ
ンクリート強度が高い（図－7（c）： fc’= 42.73MPa）
場合に影響は少ないため，コンクリート強度により

解析精度にばらつきがあり，本構成モデルの明確な

優位性は検証できなかった． 
 

 (2) 鋼材の構成モデル 
鋼材の構成モデルとして，降伏棚ならびにひずみ

硬化を考慮した，バイリニア型モデル（図－4）が，

わが国の設計基準17),19) として適用されている． 
ここでは第2章の図－4に示した，「降伏棚ならび

にひずみ硬化を考慮したマルチリニア型構成モデ

ル」および「ひずみ効果のみを考慮したマルチリニ

ア型構成モデル」を用いた解析結果（荷重－変位関

係）を図－8に比較・検討する． 
後者のモデルは，円形鋼管の製作過程で鋼材は冷

間曲げ加工を受けているため，塑性変形によってす

でに降伏棚が消失し，降伏直後からひずみ硬化挙動 
を示す26)ことを配慮している．本解析では，ひずみ硬化

率には文献10)の応力－ひずみ関係を参考に，鋼材のヤン
グ係数Esの1/30（SM490Y 材）を用いる． また，コンク
リートの構成モデルには軟化型構成モデルを用いる． 
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ヤング係数比は割線ヤング係数比（Type-A：n = 8.1, 
Type-B：n = 7.6，Type-C：n = 7.0, Type-D：n = 8.2）を採
用する． 
図－8から分かるように，鋼材に対する構成モデルの

違いによって基部周辺に座屈が生ずるまでは顕著な違

いは見られないが，座屈発生点後のポストピーク挙動に

おいて，「ひずみ硬化のみを考慮したマルチリニア型構

成モデル」を用いた解析結果（S-A-2～S-D-2）は，「降伏
棚ならびにひずみ硬化を考慮したマルチリニア型構成

モデル」を用いた解析結果（S-A-1～S-D-1）よりも高い
耐力レベルを示す． 
また，図－8（d）から分かるように，板厚が厚い（板

厚 t = 12 mm）場合では，解析ケース（S-D-2：降伏棚な
し）の解析結果は，ポストピーク領域において実験値に

より近づいている．このことから，冷間曲げ加工によっ

て生ずる「降伏棚の消失を考慮した構成モデル」の適用

は，対象とした実験挙動を再現するのに本解析では必要

であると思われる． 
しかしながら，本解析から得られた初期勾配ならびに

ポストピーク挙動（特に図－8（d））を考察する限りに

おいては，本節の構成モデルのみの検討では，対象とし

た実験挙動を充分に再現しているとは言えない．これは，

(1)項の考察1），2）と同様に，再現すべき実験結果のピ
ーク（最大）耐力と変位ならびにポストピーク領域にお

ける拘束効果を解析結果は再現できていないことが原

因と考察できる． 
 
3.2 ヤング係数比の影響 
コンクリートと鋼材のヤング係数の比率（ヤ

ング係数比）について，文献 20）では，コンク
リートのシリンダー試験から求めた割線ヤン

グ係数と実際に鋼管に充填したコンクリート

のヤング係数の相違が大きいことが指摘され

ている．  
この原因には，コンクリートの打設状況，養

生方法，日数の影響，コンクリートの乾燥収縮

の影響が考えられるが，これらの影響に配慮し

て，ヤング係数比（ 以下，n と称す）を大き
くしなければ実験値に近づかないことを指摘

している．  
一般に，シリンダー試験の割線ヤング係数に

は，骨材によるばらつき 27）も一因と考えられ

るが，CFT柱のヤング係数比に関する知見は希
少であり，現行の設計基準に着目すると，コン

クリート部材の実設計では 通常 n = 7 を用い
る． 
また，クリープの影響を考慮した設計には n 

= 15を用い，乾燥収縮の影響を考慮した設計 28）

には n = 21 を用いた，荷重条件を配慮した設
計が行なわれている． 

実験の再現に n = 10 を用いた合成構造の研究 29）もあ

り，荷重－変位曲線の初期剛性が大きく異なる場合に，

ヤング係数比 n の違いに着目する必要がある． 
本節では，3.1 節で考察した実験結果の初期勾配を再

現するために，コンクリートのヤング係数の影響を小さ

く設定する，すなわち，解析にてヤング係数比を大きく

設定することで，実験結果を再現することを試みる． 
 本解析では，供試体のシリンダー試験から得られた割

線ヤングから得られるヤング係数比（以下，割線ヤング

係数比と称す）である，n = 8.1 (Type-A), n = 7.6 (Type-B), 
n = 7.0 (Type-C), n = 8.2 (Type-D)の他に，現行の設計基準
や既往の研究を参考に，ヤング係数比を大きくする，す

なわち，コンクリートのヤング係数を見かけ上小さくし，

ヤング係数比 n = 10，15，21の解析ケースを考慮する．
このとき，コンクリートの一軸圧縮強度（ fc’ ）は変え
ずに，ピークひずみを変化させてコンクリートの応力－

ひずみ関係を設定した．なお，コンクリートには「ひず

み軟化型構成モデル」，鋼材には「ひずみ硬化のみを考

慮したマルチリニア型構成モデル」を採用する． 
図－9（a）～（d）から分かるように，原点（δ/δy=0.0）

から基部の座屈発生点の変位（δ/δy=2.0）付近までの荷
重－変位関係について，割線ヤング係数比を用いた解析

結果（n = 8.1：E-A-1, n = 7.6 ：E-B-1, n = 7.0：E-C-1, n = 
8.2：E-D-1）は，いずれも実験（丸印）の初期勾配より
も急勾配を示し，実験を精度よく再現してはいない．一

方，図－9（b），（c）から分かるように，ヤング係数比 n 
= 15を採用した解析ケース（E-B-3,E-C-3）は，実験（丸
印）の初期勾配よりも緩勾配となり，ポストピーク挙動 
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における最終変位（δ/δy=10.9）に至るまで実験を精度
よく再現しているとはいえない． 
実験（丸印）の初期勾配からポストピーク挙動に至る

まで，精度よく再現している解析結果は，図－9 に実線

で示すように，Type-Aは解析結果 E-A-3（n =21），Type-B
は解析結果 E-B-2（n =10），Type-Cは解析結果 E-C-2（n 
=10），Type-Dは解析結果 E-D-3（n =21）である．このこ
とから，実験の荷重－変位関係を精度よく再現するには，

供試体のシリンダ－試験で得られる割線ヤング係数比よ

りも大きいヤング係数比を考慮する必要がある． 
ヤング係数比 n=21（Type-D）を考慮した解析結果

（E-D-3：実線）では，初期勾配から座屈発生点付近  
（δ/δy=2.0）の変位において実験（丸印）に近づくもの
の，ポストピーク領域の最終変位（δ/δy= 10.9）付近で
は，実験（丸印）より耐力レベルが低く，実験を必ずし

も精度よく再現していない． 
この原因を考察するために，図－9（d）の解析結果

（E-D-3）基部の座屈性状を観察すると，提灯座屈が発生
し耐力レベルが低下しているが，最終変位（δ/δy=10.9）
付近の実験（丸印）の耐力レベルが高いことから，実験

では提灯座屈は生じていないことが推察される． 
 しかし，解析結果（E-D-3）は文献 7)のファイバー解
析においても同程度の荷重－変位挙動であり，本解析条

件下では，ヤング係数比 n=21の解析結果（E-D-3）が最
も実験に近い挙動といえる． 
 以上の解析結果を踏まえ，次に現行の設計基準におけ

るヤング係数比の設定条件の妥当性を考察する． 
まず，現行の設計基準である道示17)では，コンクリー

トを充填した橋脚には低強度のコンクリートの使用を推

奨している．これは，終局限界状態においては，鋼管の

みの設計を行なえばよいことを示唆している． 
本検討結果によれば，コンクリート強度の低いType-A

（ fc’ = 26.56 MPa）およびType-D（ fc’ = 25.87 MPa）の
場合には，実験曲線の初期勾配は鋼管のみの理論線に近

い勾配（この場合，ヤング係数比nを21と設定）を示す．
一方，強度の高いType-B（ fc’ = 33.42 MPa）および Type-C
（ fc’ = 42.73 MPa）の場合には，実験曲線の初期勾配は
CFT柱全断面有効の理論線に近い勾配（この場合，ヤン
グ係数比nを10と設定）を示す．このことから，強度の高
いコンクリートを採用すれば，終局限界状態において鋼

管のみの設計からコンクリートの影響を考慮した設計の

余地が残るといえよう． 
さらに，供試体のシリンダー試験の割線ヤング係数比

を用いた解析結果から，荷重－変位関係において，実験

よりも初期勾配が急勾配であり，ポストピーク挙動につ

いても実験を精度よく再現することはできなかった．こ

れに対して，解析上のヤング係数比 n を大きくすること
により，実験の荷重－変位曲線に近づく挙動をシミュレ

ートしたといえる． 
このことにより，現行の設計基準におけるヤング係数

比（ n=10,21 ）を設定することで，文献 20）における
コンクリートの打設状況，養生方法，日数の影響，コン

クリートの乾燥収縮等の影響を解析的に捉えることが

でき，意義があるといえる． 
 
 
4．変形挙動ならびに内部性状に関する考察 
 

本章では，解析結果から得られる鋼管の変形挙動と内

部コンクリートの応力－ひずみ挙動から，実験における

内部コンクリートの応力性状を考察する． 
 具体的には，得られた解析結果のガウス点レベルの応

力を算出し，鋼管からの内部コンクリートへの拘束効果

により，コンクリートの強度増加が図られている応力状

態ならびに「等価拘束圧」なる指標12),13)を導入した，拘

束効果を定量的に検証する． 
 第3.2節の検討では，多くの解析ケースで実験の荷重－
変位関係を精度よく再現しており，内部の応力性状に大

差はないと考えられるが，ここでは実験の荷重－変位曲

線を最も精度よく再現した，Type-A（E-A-3），Type-B
（E-B-2），Type-C（E-C-2），Type-D（E-D-3）（以下，Type-
供試体名と称す）を選定し検証する． 
ここでは，拘束圧が最も高いと思われる図－10に示す

柱基部要素の圧縮側の高さ 1層目～ 5層目（ 0.1Ｄ～    
0.5Ｄ：Dは柱の外径を示す）の着目ガウス点の応力－ひ
ずみ挙動を考察する． 
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図－10 着目要素におけるガウス点 
 
4.1 コンクリート強度が変化する場合 
(1)  鋼管の座屈性状と内部コンクリートへの拘束

効果 
コンクリート強度が変化する場合の供試体Type-A～

Type-Cの解析結果から得られる，鋼管の座屈性状と鋼管
からの内部コンクリートへの拘束効果について述べる． 
曲げ変形を受けるCFT柱の内部コンクリートの応力状

態は，せん断力も存在し得るため，直応力のみで評価す

ることは困難であり，主応力を用いた評価が必要になる．

本研究では，「等価拘束圧」なる拘束効果に関する指標

を新たに用い，内部コンクリートの性状を評価する． 
等価拘束圧とは筆者らの一人である水野，畑中らによ

り定義された概念12),13)である． 
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図－11 等価拘束圧概念図 

 

図－11に示すように，等価拘束圧は，一般応

力経路上での応力状態量を三軸圧縮状態の応

力経路（側方応力σL 一定の三軸圧縮経路）上

の応力量に換算した場合の側方応力σL のこと

を意味する．等価拘束圧により，CFT柱の内部
コンクリートに直応力とせん断応力とが同時

に作用する拘束状態に対しても検証すること

が可能となる． 
図－10に示した柱基部1層目（0.1D）の着目要

素の内部性状について，以下の応力状態を考察

する． 
1) 主応力－ひずみ関係から，鋼管から内部コ

ンクリートへの拘束効果によるコンクリー

ト強度の増加（図－12） 
2) 内部コンクリートの等価拘束圧の挙動  

（図－12） 
3) 鋼管の座屈性状および内部コンクリートの

等価拘束圧の分布性状（図－13） 
ここに，図－12（a-1）～（c-1）に主応力－

軸ひずみ（柱鉛直方向のひずみを軸ひずみと称

す）ならびに主応力－側方ひずみ関係（半径方

向のひずみを側方ひずみと称す）を示す．さら

に図－12（a-2）～（c-2）に等価拘束圧の挙動

を，最終変位における鋼管の座屈形状（座屈波

形頂点の高さを柱外径Dの倍数で表す）と共に
示す． 
なお，等価拘束圧の挙動は，横軸に載荷変位

を降伏変位δy にて無次元化し，縦軸に等価拘
束圧σLを示す． 

 図－12（a-1）～（c-1）の主応力－ひずみ関

係から分かるように，1層目（0.1D）の最大応力
値（Type-A：49.3MPa，Type-B：  74.6MPa，
Type-C：98.8MPa）は，各解析ケースにおける
一軸圧縮強度 fc’（Type-A：26.56MPa，Type-B：
33.42MPa，Type-C：42.73MPa）の2倍程度にコ
ンクリート強度が増加している状況を解析的

に示している． 
各解析ケースにおける応力値は，柱基部1層目（0.1D）

が最も大きく，基部高さ2層目（0.2D）～5層目（0.5D）
の上層になるに従い減少し，プレーンコンクリートの応

力－ひずみ関係に近づいている状況を観察できる． 
一方，図－12（a-2）～（c-2）の最終（δ/δy = 10.9）

変位付近における柱基部1層目（0.1D）の等価拘束圧は，
それぞれ，19.7MPa （Type-A），33.4MPa（Type-B），45.5MPa
（Type-C）を示し，一軸圧縮強度（ fc’ ）相当の非常に
大きな拘束圧を受けている状態にある．しかし，2層目
（0.2D）～5層目（0.5D）の柱高さでは，ほとんど等価拘
束圧が生じていないことから，この部分では鋼管の座屈

変形により拘束圧が抜けていることが推察される． 
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  （a-1）主応力－ひずみ関係     （a-2）等価拘束圧の挙動 

         (a) Type-A（ fc’ = 26.56 MPa） 
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 （b-1）主応力－ひずみ関係     （b-2）等価拘束圧の挙動 

(b) Type-B（ fc’ = 33.42 MPa） 
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  （c-1）主応力－ひずみ関係     （c-2）等価拘束圧の挙動 

(c) Type-C（ fc’ = 42.73 MPa） 
 

図－12 着目要素の主応力および等価拘束圧の挙動 
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図－13に，柱基部1層目（0.1D）の断面内における等価

拘束圧の分布状況を，基部の座屈性状と共に示す． 
図－13から分かるように，各解析結果において初期変位

付近（δ/δy=2.3）では拘束圧がほとんど生じていないの
に対して，変形が進む（δ/δy=6.2～10.9）に伴い圧縮側
の鋼管とコンクリート境界部の拘束圧が上昇し，一軸圧

縮強度 fc’ 程度の高い拘束圧が発生する分布（等高線が
集中する）状況を示している． 
この内部性状から，拘束圧はコンクリート強度の影響

を受けているといえる． 図－13から，CFT柱の曲げ変形
が進展するに伴い，内部コンクリートの中立軸が圧縮側

鋼管の位置方向に移動し，鋼管とコンクリートの境界部

の狭い領域で一軸強度 fc’ 程度の高い拘束圧を受ける状
況が推察される． 
 

(2) 実験における内部コンクリートのひずみ性状 
実験における内部コンクリートのひずみ性状を解析

結果と比較することは，解析精度を確認するために意義

がある．ここでは，実験における基部の内部コンクリー

トの軸圧縮ひずみ－水平荷重関係，さらには鋼管の軸引

張ひずみ，軸圧縮ひずみおよびフープひずみと水平荷重

関係を解析結果と比較する．文献20)のType-Bの実験のひ
ずみ－水平荷重関係を引用し，第3章の検討で実験とお
およそ一致した解析結果（E-B-2）を採用する． 
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図－14 内部コンクリートのひずみ－水平荷重関係 
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図－15 鋼管のひずみ－水平荷重関係 

 

図－14に内部コンクリートの軸ひずみ－水平荷重関

係を示し，鋼管の軸引張ひずみ，軸圧縮ひずみおよびフ

ープひずみと水平荷重関係を図－15に示す． 
なお，横軸は供試体Type-Bのコンクリートのピークひず
みεpco（=0.00123），鋼材の降伏ひずみεy（=0.0021）を
用い，縦軸は載荷荷重 Q を降伏荷重 Qy (= 702.5 kN ) に
て無次元化する． 
図－14から分かるように，実験のひずみデータはピー

ク値までであるが，内部コンクリートの軸圧縮ひずみを

解析結果はおおよそ捉えているといえる．また，図－15

から分かるように，鋼管の軸圧縮ひずみ，軸引張ひずみ，

さらにフープひずみについても，対象とした実験を解析

結果は精度よく捉えているといえる． 
 
4.2 板厚が変化する場合 
(1)  鋼管の座屈性状と内部コンクリートへの拘束

効果 
鋼管の板厚が変化する場合の供試体Type-A（D/t = 

116.7, t = 6mm）およびType-D ( D/t = 58.3, t = 12mm )の解
析結果から，鋼管の座屈性状と内部コンクリートへの拘

束効果について述べる．一軸圧縮強度 fc’ は，おおよそ
一定（Type-A：fc’ = 26.56 MPa , Type-D： fc’ = 25.87 MPa）
である．ここでは，第4.1節と同様に応力状態を考察する． 

Type-A ( fc’=26.56 MPa )

Type-B ( fc’=33.42 MPa )

0.5D

0.4D

　　δ/δy=2.3 　　　 δ/δy=6.2 　　 δ/δy=8.5 　　 δ/δy=10.9

　　δ/δy=2.3 　　　 δ/δy=6.2 　　 δ/δy=8.5 　　 δ/δy=10.9

33.4
26.7
20.1
13.4
6.7
0.0

-6.7

20.0
19.7
15.9
10.6
5.3
0.0
-5.3

Type-C　( fc’=42.73 MPa )

0.5D

　　δ/δy=2.3 　　　 δ/δy=6.2 　　 δ/δy=8.5 　　 δ/δy=10.9

45.5
34.2
25.6
17.1
8.5
0.0
-8.5

                    単位（MPa） 

図－13 柱基部 1層目（0.1D）の等価拘束圧分布 

-1065-



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－16（a-1），（d-1）に主応力－軸ひずみ（柱鉛直方

向のひずみを軸ひずみと称す）関係および主応力－側方

ひずみ関係（半径方向のひずみを側方ひずみと称す）を

示す．さらに，図－16（a-2），（d-2）に等価拘束圧の挙

動を，最終変位における鋼管の座屈形状（座屈波形頂点

の高さを柱外径Dの倍数で表す）と共に示す． 
なお，等価拘束圧の挙動は，横軸に降伏変位δy にて

変位を無次元化し，縦軸に等価拘束圧σLを示す． 
主応力－ひずみ関係（図－16（a-1），（d-1））から分

かるように，1層目（0.1D）の最大応力値（Type-A：49.3MPa，
Type-D：49.4MPa）は，各解析ケースにおける一軸圧縮
強度  fc’（Type-A：26.56MPa，Type-D：25.87MPa）の2
倍程度にコンクリート強度が大きく増大している状況

を示している． 
各解析ケースにおける応力値は，柱基部1層目（0.1D）

が最も大きく，基部高さ2層目（0.2D）～5層目（0.5D）
に上層になるに従い減少し，プレーンコンクリートの応

力－ひずみ関係に近づいている状況を観察できる．ここ

では，板厚による応力値の差は見られない． 
一方，図－16（a-2），（d-2）の最終変位（δ/δy = 10.9）

における柱基部1層目（0.1D）の等価拘束圧σLは，それ

ぞれ，19.7MPa （Type-A），29.6MPa（Type-D）を示し，
多少差が生じている． 
同図の座屈性状を観察すると，座屈波形の頂点位置 

（高さを外径Dの倍数表示）は解析結果
Type-A（0.4D）とType-D（0.2D）で異な
る．また，Type-D（0.2D）の提灯座屈性
状は顕著であり，この座屈性状の違いは

1層目（0.1D）の拘束圧の大きさに影響を
与えているといえる． 
次に，柱基部1層目（0.1D）の断面内に

おける等価拘束圧分布状況を基部の座

屈性状と共に図－17に示す． 
図－17から分かるように，各解析結果

の初期変位付近（δ/δy=2.3）では拘束圧
がほとんど生じていないのに対して，変

形が進む（δ/δy=6.2～10.9）に伴い圧縮
側の鋼管とコンクリート境界部の拘束

圧が上昇し，一軸圧縮強度 fc’ 程度の高
い拘束圧が発生する分布（等高線が集中

する）状況は解析結果Type-A，Type-Dに
限らず同じである． 
一方，提灯座屈の生じたType-D（座屈

高さ0.2D）は，Type-A（座屈高さ0.4D）
に比べて，最終変位 （δ/δy=10.9）の拘
束圧分布が断面中心方向に拡がる傾向

を示す． 
以上をまとめると，主応力値から拘束

効果によるコンクリート強度増加につ

いて板厚による差はないため，等価拘束 
圧の分布性状が異なるのは，板厚の影響というよりも，

基部の座屈性状の違いであると考察できる． 
このことから，局部座屈性状の違いは，拘束圧の分布

に影響を与え，特に提灯座屈が生じた場合は，基部にお

いて拘束圧分布の拡大が生じていることが推察できる． 
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  （a-1）主応力－ひずみ関係        （a-2）等価拘束圧の挙動 

(a) Type-A（D/t =116.7）   
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（d-1）主応力－ひずみ関係          （d-2）等価拘束圧の挙動 

(d) Type-D（D/t =58.3）   

図－16 着目ガウス点における等価拘束圧の進展（Type-A,D） 
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図－17 柱基部 1層目（0.1D）の等価拘束圧分布 

-1066-



 

 

(2) 実験における内部コンクリートのひび割れ性状 
実験における内部コンクリートひび割れ性状と解析

結果のひび割れ図と比較することにより，コンクリート

内部のひび割れ性状を推察する． 

文献 20)の実験 Type-Dのひび割れ模式図を引用し，解
析結果のひび割れ図と比較し，内部コンクリートのひび

割れ状況を図－18 に示し考察する．なお，図－18（b）

に示すひび割れ分布図（解析値）は，ひび割れの発生し

ているガウス点（黒印）の点数が多いほどコンクリート

のひび割れが集中していることを意味する． 
 なお，解析結果のひび割れ分布図（図－18（b））の引

張側の矢印方向に見た引張側コンクリートのひび割れ

模式図（実験値）を図－18（a）に，圧縮側のコンクリ

ートの矢印方向に見た鋼管とコンクリートの剥離によ

るひびわれ模式図（実験値）を図－18（c）に示す．お

およその寸法が分かるようにCFT柱の外径寸法 D（= 700 
mm）を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－18から分かるように，対象とした実験において以

下のひび割れ挙動が推察される． 
1) 実験の模式図（引張側）である図－18（a）から，柱

基部引張側は，柱鉛直方向に鋼管の引張力を受け，

内部コンクリートは鋼管に追随するが，引張強度を

超え，ひび割れが水平方向に発生する． 
2) 実験の模式図（圧縮側）である図－18（c）より，柱

基部圧縮側は，鋼管の座屈により内部コンクリート

は鋼管と接触，剥がれが混在する複雑なひび割れ状

況である． 
3) 解析結果のひび割れ図（図－18（b））より，ひび割

れは圧縮・引張領域に限らず,柱基部の外径（1.0D）
程度の高さにおいて分布している． 

 

5．結論 
 
本研究から得られた知見を以下に示す．  

(1) 実験値の荷重－変位曲線を精度よく再現するような，

コンクリート，鋼材の構成モデルとヤング係数比の

影響を考慮した解析を行った．その結果，実験値を

精度よく再現する組合せとして，コンクリートには

ひずみ軟化型構成モデルを用い，鋼材には，ひずみ

硬化のみを考慮したマルチリニア型構成モデルを用

い，ヤング係数比を大きくした（実設計レベルで用

いられる n=10,15,21 を考慮した）仮定により，対
象とした実験値の荷重－変位曲線を精度よく捉えた． 

(2) 解析結果の主応力－ひずみ関係から，曲げ変形を受

けるCFT柱の内部コンクリートは基部圧縮域におい
て鋼管からの拘束効果を受け，コンクリートの一軸

圧縮強度 fc
’ の2倍程度の大きなコンクリートの強

度増加が得られている． 
(3) 解析結果の等価拘束圧の挙動から，鋼管の局部座屈

高さで内部コンクリートの拘束圧の抜けが生じるも

のの，基部ではコンクリートの一軸圧縮強度（ fcd
’ ）

程度の非常に大きい拘束圧を受けていることが分か

った．さらに最も拘束圧が生じるのは，曲げ圧縮域

における鋼管と内部コンクリートの境界部のコンク

リートであることが拘束圧の内部性状から分かった． 
(4) 等価拘束圧はコンクリート強度の影響を受け，強度

が大きいほど，拘束圧が高くなる．一方，板厚は拘

束圧に影響はしないが，提灯座屈のような座屈性状

では，基部の拘束圧の分布が拡がる傾向にある． 
(5) 鋼管と内部コンクリートのひずみ－水平荷重挙動を

対象とした実験値と比較し，解析結果がおおよそ実

験の挙動を再現していることを確認した．また，実

験と解析結果のひび割れ図を検証することにより，

柱基部外径（1.0D）程度の高さにおいて，圧縮・引
張領域に限らず内部コンクリートには，ひび割れが

生じている状態を考察した． 
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